
国際仏教学大学院大学 
平成２４年度 

事 業 報 告 書  
自：平成２４年４月 １日 

至：平成２５年３月３１日 

目  次 

 

法人の概要 

１．法人の概況・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２．建学の理念・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

３．法人の沿革・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

４．研究科の特色・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（１）少人数教育 

（２）授業題目の設定等 

（３）客員教授、非常勤講師 

（４）留学生のための日本語 

（５）未修者のためのサンスクリット語 

（６）仏教学特殊研究 

事業の概要 

１．教育研究活動・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（１）東アジア仏教写本研究拠点の形成 

（２）公開講座の開催 

（３）仏典講読講座の開催 

（４）研究所講演会の開催 

（５）国際交流の推進 

（６）著作刊行物等の刊行 

２．地域との連携・交流活動・・・・・・・・・・・４ 

３．学校法人及び大学の運営・・・・・・・・・・・５ 

財務の概要 

１．資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・６ 

２．消費収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・７ 

３．貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

４．経年比較・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

５．グラフ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

６．学校法人会計の特徴と企業会計との違い・・・１１ 



法人の概要

１． 法人の概況

法人名

設置学校

所在地

研究科名

開設年度

入学定員 総定員

1年次 2年次 ３年次 4年次 5年次

４名 ２名 １名 0名 ４名

合計

11名

（単位：人）

法人本部 大学 合計

0 7 7

1 12 13

（単位：㎡）

専用 共用 合計

所有 9,107 0 9,107

借用 - - -

専用 共用 合計

所有 6,241.42 0 6,241.42

借用 - - -

学生数

附置・附属等

国際仏教学院

国際仏教学大学院大学

〒112-0003　東京都文京区春日二丁目８番９号

仏教学研究科

20名4名

附置国際仏教学研究所、附置日本古写経研究所

附属図書館

５年一貫制博士課程

平成8年4月1日

専任職員数

校地等

校舎等

校地・校舎等の
状況

教職員の状況 専任教員数
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２．建学の理念  

  仏教を人類共通の文化遺産として捉え、仏教及びそれに関連する文化についての学術的理論及

び応用を研究教授してその深奥を究め、人類文化の進展に寄与することを理念とし、人種・国籍・

宗教を問わず、自由闊達な教育環境により、国際的に通用する人材を育成し、これからの時代の

仏教学教育・研究の学府としての役割を果たすことを目的とする。 

  西洋に発達した言語学、文献学に基礎を置く厳密科学の伝統と、漢訳仏典を中心として発達し

たわが国の東アジア仏教研究の伝統とを統合し、国際的視野に立って仏教学の研究と教育に邁進

する。 

  国際化時代の状況に対応して、世界の学界に通用する仏教学の専門家を育成するとともに、世

界の民族や宗教について研究を深め、キリスト教やイスラム教・ヒンドゥー教等について、世界

的視野から研究し、民族や宗教の問題について、国際会議等で活躍できる人材の育成につとめる。 

   さらに人類が直面している困難な課題である生命倫理の問題や、地球の環境問題等を研究し、

脳死の問題や、安楽死・尊厳死等の問題をとおして、生命の尊厳への理解を深め、或いはまた仏

教的視野から地球の環境問題を研究して、人間と自然とのバランスのとれた「共存」を探求する

など、「現代と仏教」の問題に取り組み、豊かな人格の養成を期する。 

 

３．法人の沿革 

平成 7 年 12 月 22 日  文部省より学校法人国際仏教学院および国際仏教学大学院大学 

    仏教学研究科の設置認可を受ける    

平成 8 年 4 月 1 日  開学    

平成 8 年 4 月 8 日  第 1 期生入学式挙行    

平成 13 年 3 月 28 日  平成 12 年度学位記授与式（第一回修了式）挙行 

平成 22 年 4 月 1 日  文京区春日二丁目に新校舎を完成し移転する 

 

４．研究科の特色 

   本学の研究科は文献学と文化学の二軸より成っている。前者はインドから日本にいたる仏教を

各種の文献に即して研究し、後者は歴史学、宗教学、美術史学等の視点を入れて仏教を総合的に

研究することとしている。 

本学の第二の特色はその国際性に在る。教員及び学生はこれを広く国の内外から募集し、入学

を許可された者は 5 年一貫教育の下で専任教員による論文指導を受け、在学中に博士論文を完

成することを目指す。さらに随時、海外から優れた仏教学者、研究者を招聘して講演会、公開講

義を催し、研究者間に活発な交流を図っている。 

本学は、研究科、附置研究所（国際仏教学研究所、日本古写経研究所（平成２２年６月設置））、

附属図書館から構成され、それらは教育・研究を目指して有機的に機能するよう運営することと

している。国際仏教学研究所は本学の母体となったもので、過去四半世紀に 50 冊以上の研究書

を刊行し、その活動は国際的に高く評価されている。附属図書館は厳選された内外の原典、研究

書、逐次刊行物等 136,604 冊を擁し、仏教学図書館として世界に類を見ないものである。 
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（１）少人数教育 

本学は、収容定員２０名の小規模な大学院大学であるため、ほとんど全ての科目が少人数教

育で行われている。 

 

（２）授業題目の設定等 

授業題目の設定などの面では、受講する学生の専門領域や研究能力を踏まえつつ、適切に対

応している。特に、本来学部段階において身につけているべき基礎知識が大きく欠落してい

る場合が多いので、初学年において補完するよう指導している。 

 

（３）客員教授、非常勤講師 

客員教授、非常勤講師の招聘においても、在籍学生の研究に資する分野で国内外の最先端の

研究者を選ぶよう努めている。毎年、外国から研究実績の顕著な研究者を客員教授として招

聘し、授業を担当している。 

 

（４）留学生のための日本語     

外国人留学生の割合が高いことに鑑み、修了要件の単位には含めないが、留学生のための日

本語として平成２３年度より「日本語Ⅰ」「日本語Ⅱ」の授業を設けた。 

         

（５）未修者のためのサンスクリット語 

サンスクリット語の未修者が多いことに鑑み、修了要件の単位には含めないが、初学者のた

めのサンスクリット語として本年度より「サンスクリット語」の授業を設けた。 

 

（６）仏教学特殊研究 

全教員・学生が参加する、学生の研究発表に加えて外部の専門研究者を随時招聘し研究発表

のあり方を学ぶ、修了要件の単位には含めないが、全教員による学生の論文指導の機会とし

て本年度より「仏教学特殊研究」の授業を設けた。 

前期担当教員： 今西順吉教授、落合俊典教授、木村清孝特任教授、津田眞一教授、 

デレアヌ フロリン教授、藤井教公教授、松村淳子教授 

伊藤 瑞叡  講師（立正大学教授） 

伊吹  敦  講師（東洋大学教授） 

安中 尚史  講師（立正大学教授） 

 

後期担当教員： 今西順吉教授、落合俊典教授、木村清孝特任教授、津田眞一教授、 

デレアヌ フロリン教授、藤井教公教授、松村淳子教授 

桂  紹隆  講師（龍谷大学教授） 

ニチャン リンポチェ  講師 

水野 善文  講師（東京外国語大学名誉教授） 
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事業の概要（平成２４年度） 

 

１．教育研究活動 

（１）東アジア仏教写本研究拠点の形成 

文科省補助金事業「私立大学学術研究高度化推進事業」の「学術フロンティア推進事業」に選

定された「奈良平安古写経研究拠点の形成」（平成１７年度より２１年度まで）の後継事業と

して平成２２年度より新たに文科省より補助金を受け、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業

「東アジア仏教写本研究拠点の形成」として事業を継続していく。 

   詳細は、別紙「事業報告」記載のとおりである。 

 

（２）公開講座の開催 

一般聴衆を参加対象とした本学教授による公開講座を開催した。 

開催日（５／１９(土)、１０／１３(土)、１１／１０（土）） 

 

（３）仏典講読講座の開催 

社会人を対象とした本学教授による仏典入門講座を開催した。（夜間） 

    ：前期開催日（４／２５（水）、５／３０（水）、６／２７（水）、７／２５（水）） 

    ：後期開催日（９／２６（水）、１０／３１（水）、１１／２８（水）） 

 

（４）研究所講演会の開催 

招聘した客員教授ならび来日中の研究者による講演会を開催した。 

開催日（６／２２(金)、８／２９(水)、１１／３０(金)）  

 

（５）国際交流の推進 

客員教授、客員研究員を招聘した。 

客員教授：鄭 阿財（南華大学教授） 

客員研究員：Shayne Clarke (McMaster University) 

  

（６）著作刊行物等の刊行 

・研究所著作刊行物として１点を刊行した。 

・図書館刊行物として『受贈資料リスト』（No.14）を刊行した。 

 

２．地域との連携・交流活動 

当地にキャンパス移転以来、地元の要望により開催した催しが、地元町会との共催、文京区後

援の「特別講演会」として継続し、本年度は第３回目の開催となった。毎回、講演者、プログラ

ム、招待者、等の行事内容は地元の方と協議して決定する。本年度は以下のとおりであった。 

・日時：平成２４年６月２日（土） 

・場所：本学春日講堂 

・テーマ：徳川慶喜公と渋沢栄一 

・話し手：鮫島純子 
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・コーディネータ：川上 惠 

 

３．学校法人及び大学の運営 

（１）学生ならびに若手研究者に対する経済的支援 

  ・本学奨学金支給を実施した。 

  ・授業料減免を実施した。 

・RA（リサーチアシスタント）を採用した。 

   ・PD（ポスドク）を採用した。 

 

（２）大学基準協会による大学評価（認証評価）に対する対応 

平成２３年３月に大学基準協会より受けた本学の適合認定における提言等に則り改善を

行った。 

 

 



１． 資金収支計算書

収入の部 （単位：円）

大 科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）
学生生徒等納付金収入 8,362,000 8,830,000 △ 468,000
手 数 料 収 入 260,800 127,600 133,200
寄 附 金 収 入 106,000,000 106,000,000 0
補 助 金 収 入 39,901,000 41,405,000 △ 1,504,000
資 産 運 用 収 入 139,606,681 228,471,853 △ 88,865,172
資 産 売 却 収 入 707,501,000 727,000,000 △ 19,499,000
雑 収 入 2,455,467 2,194,581 260,886
前 受 金 収 入 2,225,000 2,985,000 △ 760,000
そ の 他 の 収 入 9,209,368 9,735,384 △ 526,016
資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 2,994,620 △ 7,997,410 5,002,790
前年度繰越支払資金 358,000,532 369,188,316 △ 11,187,784
収 入 の 部 合 計 1,370,527,228 1,487,940,324 △ 117,413,096

支出の部
大 科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）

人 件 費 支 出 216,509,560 220,809,323 △ 4,299,763
教 育 研 究 経 費 支 出 76,771,780 85,212,555 △ 8,440,775
管 理 経 費 支 出 27,160,540 33,780,320 △ 6,619,780
施 設 関 係 支 出 0 0 0
設 備 関 係 支 出 12,960,934 14,069,740 △ 1,108,806
資 産 運 用 支 出 702,834,400 769,129,528 △ 66,295,128
そ の 他 の 支 出 9,377,826 10,581,712 △ 1,203,886
資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 9,424,608 △ 3,643,386 △ 5,781,222
次年度繰越支払資金 334,336,796 358,000,532 △ 23,663,736
支 出 の 部 合 計 1,370,527,228 1,487,940,324 △ 117,413,096

　　平成24年度決算についての概要は次の通りである。

　　財務の概要

　　資金収支計算書において、寄附金収入の106,000,000円は当初予定通りである。資産
運用収入の139,606,681円のうち137,412,750円は国債による利金である。また、資産売却
収入の707,501,000円のうち707,500,000円は国債の償還によるものであり、資産運用支出
の702,834,400円のうち696,440,000円は償還に伴う新規国債取得によるものである。平成
24年度の資産運用収入が平成23年度より88,865,172円減少しているが、これは平成23年
度において国債を売却したことによるその他資産運用収入が82,115,000円あったが、平
成24年度においてはそれがなかったためである。消費収支計算書において、教育研究経
費の185,613,669円のうち108,841,889円と管理経費の52,020,846円のうち24,860,306円は
減価償却費であり、合計で133,702,195円となっている。
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２． 消費収支計算書

消費収入の部 （単位：円）
大 科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）

学 生 生 徒 等 納 付 金 8,362,000 8,830,000 △ 468,000
手 数 料 260,800 127,600 133,200
寄 附 金 106,370,029 111,986,840 △ 5,616,811
補 助 金 39,901,000 41,405,000 △ 1,504,000
資 産 運 用 収 入 139,606,681 228,471,853 △ 88,865,172
資 産 売 却 差 額 144,775 27,261,781 △ 27,117,006
雑 収 入 2,455,467 2,194,581 260,886
帰 属 収 入 合 計 297,100,752 420,277,655 △ 123,176,903
基 本 金 組 入 額 △ 16,154,842 △ 23,424,878 7,270,036
消 費 収 入 の 部 合 計 280,945,910 396,852,777 △ 115,906,867

消費支出の部
大 科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）

人 件 費 221,199,960 218,472,323 2,727,637
教 育 研 究 経 費 185,613,669 195,691,784 △ 10,078,115
管 理 経 費 52,020,846 58,694,696 △ 6,673,850
資 産 処 分 差 額 531,441 5,387,962 △ 4,856,521
消 費 支 出 の 部 合 計 459,365,916 478,246,765 △ 18,880,849

３． 貸借対照表

資産の部 （単位：円）
科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）

固 定 資 産 19,651,394,162 19,778,707,401 △ 127,313,239
流 動 資 産 335,275,454 363,845,755 △ 28,570,301
資 産 の 部 合 計 19,986,669,616 20,142,553,156 △ 155,883,540

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部
科 目 平成24年度（A） 平成23年度（Ｂ） 差異（A）-（B）

固 定 負 債 58,907,140 58,350,800 556,340
流 動 負 債 17,443,813 11,618,529 5,825,284
負 債 の 部 合 計 76,350,953 69,969,329 6,381,624
基 本 金 の 部 19,581,050,790 19,564,895,948 16,154,842
消 費 収 支 差 額 の 部 329,267,873 507,687,879 △ 178,420,006
合 計 19,986,669,616 20,142,553,156 △ 155,883,540
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４． 資金収支計算書・消費収支計算書・貸借対照表の経年比較

（1）資金収支計算書の経年比較
（単位：円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
学生生徒等納付金収入 11,690,000 10,620,000 9,560,000 8,830,000 8,362,000
手 数 料 収 入 193,800 128,000 156,000 127,600 260,800
寄 附 金 収 入 146,000,000 146,000,000 146,000,000 106,000,000 106,000,000
補 助 金 収 入 68,585,000 63,663,000 51,083,000 41,405,000 39,901,000
資 産 運 用 収 入 119,647,967 119,460,387 149,927,119 228,471,853 139,606,681
資 産 売 却 収 入 0 700,500,000 500,400,000 727,000,000 707,501,000
事 業 収 入 0 0 0 0 0
雑 収 入 3,036,281 3,123,585 2,074,926 2,194,581 2,455,467
借 入 金 等 収 入 0 0 0 0 0
前 受 金 収 入 2,280,000 2,560,000 3,065,000 2,985,000 2,225,000
そ の 他 の 収 入 1,242,500,969 1,793,986,932 21,079,316 9,735,384 9,209,368
資金収入調整勘定 △ 3,228,950 △ 12,462,500 △ 2,576,150 △ 7,997,410 △ 2,994,620
前年度繰越支払資金 363,733,307 391,551,951 724,546,854 369,188,316 358,000,532

合　　　計 1,954,438,374 3,219,131,355 1,605,316,065 1,487,940,324 1,370,527,228

人 件 費 支 出 220,920,622 214,039,747 224,033,904 220,809,323 216,509,560
教育研究経費支出 75,099,253 76,646,446 83,447,885 85,212,555 76,771,780
管 理 経 費 支 出 29,000,447 72,282,091 62,255,623 33,780,320 27,160,540
借入金等利息支出 0 0 0 0 0
借入金等返済支出 0 0 0 0 0
施 設 関 係 支 出 1,216,271,482 1,863,940,352 2,402,773 0 0
設 備 関 係 支 出 14,434,147 305,300,494 27,455,293 14,069,740 12,960,934
資 産 運 用 支 出 6,324,100 301,884,000 506,258,100 769,129,528 702,834,400
そ の 他 の 支 出 6,022,469 8,292,051 337,001,398 10,581,712 9,377,826
資金支出調整勘定 △ 5,186,097 △ 347,800,680 △ 6,727,227 △ 3,643,386 △ 9,424,608
次年度繰越支払資金 391,551,951 724,546,854 369,188,316 358,000,532 334,336,796

合　　　計 1,954,438,374 3,219,131,355 1,605,316,065 1,487,940,324 1,370,527,228

（2）消費収支計算書の経年比較
（単位：円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
学生生徒等納付金 11,690,000 10,620,000 9,560,000 8,830,000 8,362,000
手 数 料 193,800 128,000 156,000 127,600 260,800
寄 附 金 146,544,252 148,235,053 146,205,480 111,986,840 106,370,029
補 助 金 68,585,000 63,663,000 51,083,000 41,405,000 39,901,000
資 産 運 用 収 入 119,647,967 119,460,387 149,927,119 228,471,853 139,606,681
資 産 売 却 差 額 0 500,000 400,000 27,261,781 144,775
事 業 収 入 0 0 0 0 0
雑 収 入 3,036,281 3,123,585 2,074,926 2,194,581 2,455,467
帰 属 収 入 合 計 349,697,300 345,730,025 359,406,525 420,277,655 297,100,752
基本金組入額合計 △ 13,455,043 △ 32,282,071 △ 337,332,794 △ 23,424,878 △ 16,154,842
消費収入の部合計 336,242,257 313,447,954 22,073,731 396,852,777 280,945,910
人 件 費 225,024,722 222,040,747 222,017,204 218,472,323 221,199,960
教 育 研 究 経 費 80,609,467 82,429,718 191,312,215 195,691,784 185,613,669
管 理 経 費 29,446,341 72,571,903 87,099,322 58,694,696 52,020,846
借 入 金 利 息 0 0 0 0 0
資 産 処 分 差 額 1,548,311 4,676,196 311,427 5,387,962 531,441
消費支出の部合計 336,628,841 381,718,564 500,740,168 478,246,765 459,365,916

- - - - -
△ 386,584 △ 68,270,610 △ 478,666,437 △ 81,393,988 △ 178,420,006

1,136,405,498 1,136,018,914 1,067,748,304 589,081,867 507,687,879
1,136,018,914 1,067,748,304 589,081,867 507,687,879 329,267,873

科目

収
入
の
部

支
出
の
部

科目

前年度繰越消費収入超過額
当年度消費支出超過額

消
費
収
入
の
部

消
費
支
出
の
部

当年度消費収入超過額

翌年度繰越消費収入超過額
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（3）貸借対照表の経年比較

資産の部 （単位：円）
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

固 定 資 産 19,964,002,187 19,942,534,288 19,837,311,678 19,778,707,401 19,651,394,162
流 動 資 産 399,922,878 736,088,459 369,927,917 363,845,755 335,275,454

20,363,925,065 20,678,622,747 20,207,239,595 20,142,553,156 19,986,669,616

負債の部・基本金の部・消費収支差額の部
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

固 定 負 債 46,587,000 67,898,220 64,821,860 58,350,800 58,907,140
流 動 負 債 9,462,946 338,837,947 11,864,798 11,618,529 17,443,813

計 56,049,946 406,736,167 76,686,658 69,969,329 76,350,953
19,171,856,205 19,204,138,276 19,541,471,070 19,564,895,948 19,581,050,790
1,136,018,914 1,067,748,304 589,081,867 507,687,879 329,267,873

20,363,925,065 20,678,622,747 20,207,239,595 20,142,553,156 19,986,669,616

５． グラフ

（1）資金収支計算書(平成24年度)

収入の部 支出の部

（2）消費収支計算書（平成24年度）

消費収入の部 消費支出の部

消費収支差額の部

科 目

合 計

資産
の部

合 計

科 目

負債
の部

基 本 金 の 部

学生生徒等納付

金収入
0.8%

寄附金収入
10.5%

補助金収入
3.9%

資産運用収入
13.8%

雑収入
0.2%

その他の収入
70.7%

人件費支出
20.7%

教育研究経費支

出
7.3%

管理経費支出
2.6%

設備関係支出
1.2%

資産運用支出
67.2%

その他の支出
0.9%

学生生徒等

納付金
2.8%

寄附金
35.8%

補助金
13.4%

資産運用収

入
47.1%

雑収入
0.8%

人件費
46.5%

教育研究経費
39.0%

管理経費
10.9%

資産処分差額
0.1%

基本金組入額
3.4%
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（3）消費収支関係比率の推移

（計算式）

帰属収入－消費支出

帰属収入

人件費

帰属収入

教育研究経費

帰属収入

補助金

帰属収入

学生生徒等納付金

帰属収入
学生生徒等納付金比率

補助金比率

教育研究経費比率

人件費比率

帰属収支差額比率 ＝

＝

＝

＝

＝
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補助金比率

学生生徒等納付金比率
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６．学校法人会計の特徴と企業会計との違い 

学校法人は、教育研究活動により社会に有為な人材を育成することを目的とし、そ

の収入の多くは、寄附金や学生生徒納付金、国の補助金で構成されている極めて公共

性の高い公益法人であり、企業のように収益の獲得を目的とすることはしておりませ

ん。したがって、学校法人の会計は、教育研究活動が円滑に遂行されたかどうかを捉

えることに主眼があり、一般の企業に比べてより一層の永続性が望まれます。以上の

ことから、学校法人会計の目的は、収支の均衡の状況と財政の状態を正しく捉え、法

人の永続的発展に役立てようとすることにあり、その目的を達成するため、計算書類

（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表）等を作成することになっています。 

一方、企業会計では、収益と費用を正しく捉えて、営業年度の正しい損益を計算し、

併せて企業の財政状態、すなわち資産、負債及び資本の状態を知ることによって、よ

り収益力を高め、財政的安全性を図ることを目的としています。 
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